
・　宅内ネットワークに接続された機器等向けに、効率的かつ柔軟に機能追加等を可能とする基盤技術に関する研究
開発を実施。
・　本施策の実施にあたっては、情報通信基盤技術に関連した外部有識者・外部専門家等による評価を行った。
・　研究開発の方向性等についてのアドバイスを行うため、外部有識者から構成される「研究開発運営委員会」を設置
し、本研究開発の的確な推進と運営を図った。

―

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

宅内ネットワークに接続された様々な機器等の状態に関する情報を取得し、外部ネットワークを介して、効率的かつ柔
軟に、これらの機器向けに新機能を追加すること等を可能とする基盤技術の研究開発を実施。これらの技術について
は、民間企業や研究機関等と連携して機器の接続検証等を実施することにより、研究開発成果の実現を加速する。

外部ネットワークを介して、宅内ネットワークに接続された機器に、効率的かつ柔軟に機能追加を行うこと等を可能とす
る基盤技術の確立。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

0―

執行率 ― ― 66%

事業番号 0043

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(総　務　省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
H21年度

消費エネルギー抑制ホームネットワーク技術の
研究開発

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

廃止
（２１年度で廃止）

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

平成21年度で終了。

・　研究開発委託費については、経理処理解説を作成し、その基準に基づき支出を調査するとともに、立ち入り検査等
を含めた全支出の検査を行い、支出先・使途の細部まで確認を行うことで、適切な予算執行に努めている。

―

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 725

総事業費(執行ベース) ― ― 482

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 通信規格課

上位政策

課長　小笠原 陽一情報通信国際戦略局

一般会計

担当部局庁

情報通信技術研究開発推進費

0

― 482

関係する計
画、通知等

総務省設置法第4条第74号
第三期科学技術基本計画
（平成18年3月閣議決定）

22年度 23年度要求



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかにつ
いて補足する)
(単位:百万円)

A. （株）関電工

131.0百万円

【公募・随意契約】 （応募数：1件）

B. NTT（株）

152.5百万円

【公募・随意契約】 （応募数：1件）

C. （株）ATR
35.5百万円

【公募・随意契約】 （応募数：1件）

D. 沖電気工業（株）

33.4百万円

【公募・随意契約】 （応募数：1件）

E. （株）KDDI研究所

34.5百万円

【公募・随意契約】 （応募数：1件）

F. （株）富士通長野システムエンジニアリング

22.6百万円

【公募・随意契約】 （応募数：1件）

G. 三菱電機（株）

70.8百万円

【公募・随意契約】 （応募数：1件）

ホームネットワーク高度センシング情報解析技術の研究開発

H. 優成監査法人

1.9百万円

【一般競争入札】（応札数：5社）

・ ホームネットワーク内の各機器を管理・制御する

サービス提供プラットフォームに関する技術の研究開発

・ QoEの定量化・可視化に関する技術の研究開発

経理状況検査業務

パラメータ設定技術の研究開発

大量イベント処理技術の研究開発

AV系デバイス接続及び制御・管理サービスプロトコル技術

サービス提供プラットフォームを

利用するためのアプリケーション

のインターフェースやプロトコルの

研究開発

・ 機能検証用ホームゲートウェイの研究開発

・ ホームネットワークのQoS規定及び実現方式の研究開発

・ 遠隔でホームネットワーク内における各機器の動作状況

や故障状態を監視する方式の研究開発

総務省

482百万円



費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

A.　(株)関電工 E.　(株)KDDI研究所

42.6 労務費

使　途
金　額

(百万円）
研究開発用機器リース・レンタル費、その
他特別費等 25.4

研究員費 4.6

消費税 消費税 6.2 一般管理費

その他経費 消耗品・備品費、その他特別費等 71.7 その他経費

設備備品費 研究開発用機器購入費

一般管理費 2.8

消費税 1.6一般管理費 一般管理費

労務費 研究員費 4.3

6.2 消費税

計

費　目 使　途
金　額

(百万円）

34.5計 131.0

1.7

その他経費 設備施設料、その他特別費等 125.3 労務費

B.　NTT(株) F.　(株)富士通長野システムエンジニアリング

費　目 使　途
金　額

(百万円）

消費税 消費税 7.3

研究員費 18.9

一般管理費 一般管理費 13.2 一般管理費 一般管理費

労務費 研究員費 6.7 その他経費 旅費・交通費 1.0

消費税消費税 1.1

22.6

費目・使途
（「資金の流

れ」においてブ
ロックごとに最
大の金額が支
出されている者
について記載
する。使途と費
目の双方で実
情が分かるよう

に記載）

計 152.5 計

C.　(株)ATR G.　三菱電機

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

労務費 研究員費・研究補助員費 18.8 労務費

その他経費 消耗品・備品費、その他特別費等 12.0 その他経費
研究開発用機器リース・レンタル費、その
他特別費 56.1

研究員費 5.9

一般管理費 5.5

消費税 3.4

一般管理費 一般管理費

消費税 消費税 1.7 消費税

3.1 一般管理費

金　額
(百万円）

費　目

70.8

D.　沖電気工業(株) H.　優成監査法人

計 35.5 計

使　途 金　額
(百万円）

その他経費
消耗品・備品費、研究開発用機器リース・
レンタル費、その他特別費等 19.7 人件費等 経理検査補助 1.9

費　目 使　途

一般管理費 一般管理費 2.1

労務費 研究員費 9.9

消費税 消費税 1.6

1.9計 33.4 計



 

 
 

温暖化ガス排出量の削減対策が進んでいない「家庭」を対象に、消費エネルギーを効
果的に抑制するため、様々な規格の端末や住宅設備をネットワークで接続して、センサ
ー等と連携制御するホームネットワーク技術を確立する。また、将来的に消費エネルギ
ーのさらなる抑制等を実現するため、ホームネットワークと外部のブロードバンドの連
携により、消費エネルギーの抑制に資するサービス提供を可能とする共通制御プラット
ホームの研究開発等を実施する。これらについては、民間企業や研究機関等と連携して
機器の接続検証等を実施することにより、研究開発成果の実現を加速する。 

 

１ 施策の概要 
温暖化ガス排出量の削減対策が進んでいない「家庭」を対象に、消費エネルギーを

抑制するため、以下の基盤技術の研究開発を行う。 
（１）ホームネットワーク高度電力制御技術 

家庭内の端末や住宅設備についてネットワークが自律的に電力を総合管理し、高
度に制御することを可能にする技術 

（２）ホームネットワーク共通制御プロトコル技術 
誰もが容易に様々な端末をホームネットワークに接続し、外部のブロードバンド

を通じて新しいサービスを安心安全に利用できるようにするための共通制御プロト
コル技術 

（３）上記について、テストベッドを構築すること等により、ネットワーク機器の接続
性の検証や消費エネルギーの抑制効果の検証等を実施する。 

 

２ イメージ図 

 

消費エネルギー抑制ホームネットワーク技術の研究開発 
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